
1 　総括

（１）　人件費の状況（普通会計決算）

人

（注）　人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。

（２）　職員給与費の状況（普通会計決算）

千円

（注） １、職員手当には退職手当を含まない。

２、職員数は、平成１７年４月１日の人数である。

（３）　特記事項

本市は平成１７年１月１１日に合併をしている。

（４）　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
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2 　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給料月額の状況（平成１８年４月１日現在）

　①一般行政職

　②技能労務職

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の

　　　　手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

　　　３　民間事業者平均は、兵庫県人事委員会「職員の給与等に関する報告及び勧告参考資料」の公民給与比較を参照。

（２）　職員の初任給の状況（平成１８年４月１日現在）

（３）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１８年４月１日現在）
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3 一般行政職の級別職員数等の状況

（１）　一般行政職の級別職員数の状況（平成１８年４月１日現在）

部長、事務局長 人 ％

次長、課長、室長、参事、所長、館長、事務局長、 人 ％

課長、室長、参事、所長、館長、事務局長、主幹、 人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（注） 1　南あわじ市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（注）　平成１８年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

　　　　

1 級 35 8.3
主事、保育士、保健師、調査員、書記

2 級 63 14.3
主事、保育士、保健師、調査員、書記

117 26.6
係長、主査、主任保育士、主任保健師、主任教諭

主任調査員、書記

7 級

3 級

5 級

24.3
課長補佐、係長、主任保育士、主任保健師

4 級 81

6 級 43 7.9
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1.7
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（２）　昇給期間短縮の状況

人

Ａ

普通昇給期間（１２～２４月）を 人

短縮して昇給した職員数 Ｂ

％

人

Ａ

普通昇給期間（１２～２４月）を 人

短縮して昇給した職員数 Ｂ

％

4 職員の手当の状況

（１）　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（１７年度） １人当たり平均支給額（１７年度）

　（１７年度支給割合） 　（１７年度支給割合） 　（１７年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

（注） （　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

（２）　退職手当（平成１８年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置定年前早期退職特例措置 その他の加算措置定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　無　　）

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、１７年度に退職した職員に支給された平均額である。
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（３）　地域手当（１８年４月１日現在）

支　給　実　績　（１７年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

3 ％ 人 　非支給地　（０）％

（２２年度の制度完成時）

0 ％ ％

（注） 国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

（４）　特殊勤務手当（平成１８年４月１日現在）

支　給　実　績　（１７年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合

手　当　の　種　類　（手当数）

感染症防疫作業従事手当

じんあい作業従事手当

清掃ｾﾝﾀｰ作業従事手当

行旅死亡人等取扱作業従事手当

保育所の保育士従事手当

保健師業務従事手当

栄養士業務従事手当

危険又は困難業務従事手当

幼稚園職員手当

国民宿舎職員手当

社会福祉業務従事手当

火葬場業務従事手当

し尿処理業務従事手当

診療所業務従事手当

全地域

支給対象地域

全地域

養護老人ホーム指導業務及び介護業務従事手当

主な支給対象職員

国の制度（支給率）

543

支給率

円

％

81,007

24.7

行旅病人及び行旅死亡人の
看護、移送又は埋葬の業務

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

作業１日につき1,000円

月額　8,000円

千円

109,307 千円

月額　8,000円

行旅病人　１回につき2,000円
行旅死亡人 1回につき10,000円

じんあい作業に従事業務

清掃センター作業従事業務

養護老人ホームに勤務する
指導業務及び介護業務

生活保護法の規定により、要
保護者等に訪問して行う指
導、相談又は調査業務

保健師業務

栄養士業務

市長が性質、環境等が特に
危険又は困難とみなす業務

幼稚園業務

国民宿舎に勤務する副支配
人及び調理師

月額　3,000円

月額　3,000円

月額　3,000円

作業１日につき1,000円

月額　3,000円

月額　副支配人　8,000円
料理長　8,000円
調理師　3,000円

月額　4,000円

月額　3,000円

月額　40,000円

月額　8,000円

火葬に携わる業務

し尿処理業務

医師

衛生センター勤務職員

円167,906

支給対象地域 支給率

医師手当については月額４５万
円の範囲内、研修手当について
は月額31万円の範囲内

診療所医師又は歯科医師に
従事したものに支給される

業務従事職員

業務従事職員

支給対象職員数 国の制度（支給率）

感染症防疫に従事する業務

12,948

手　当　の　名　称

清掃センター勤務職員

業務従事職員

保育士 保育士業務

15

保健師

栄養士

業務従事職員

幼稚園教諭

業務従事職員

業務従事職員

生活保護担当職員

火葬場勤務職員



（５）　時間外勤務手当

支　給　実　績　（１７年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

支　給　実　績　（１６年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

（６）　その他の手当（平成１８年４月１日現在）

配　偶　者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 円 円

配偶者以外の扶養親族２人目まで　　　　

各 円

円

円
３人目以降・・・・・・・・・・・・・・・・・・・各 円

借家居住者・・・・・・ 12,000 円を超える家賃の額 借家居住者・・ 12,000 円を超える 円

（２７,０００円を限度） 家賃の額（２７,０００円を限度）

自宅居住者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３,５００ 円 持家居住者・・・ 円

（新築購入後５年間）

交通機関利用者・・・・・・ 運賃等相当額 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（55,000円を限度）

交通用具利用者・・・・・・ 自動車等使用距離により

　　　　　　　　　　　　　1,000円～26,700円

医師・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ％ 円

部長・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 ％

％

参事、所長（参事相当職）、館長（参事相当職）、

支配人（参事相当職）・・・・・・・・・・・・・・ ％

支配人、主幹、書記次長、所長、館長、保育所長、

幼稚園長・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ％

千円１８

１６

１４

所長、(課長相当職)、支配人(課長相当職）・・・１３％

課長、室長、局長、館長、参事（課長相当職）、書記長、

住居手当

通勤手当

管理職手当

国の制度と異なる内容
支給実績
（１７年度決算）

支給職員１人当
たり平均支給年
額　（１７年度決算）

千円

手当名

国の
制度と
の異
同

同

97,030

９

13,000

11,000

5,000

扶養手当

次長・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１１

606,437

35,501

千円

6,000

同

346

内容及び支給単価

千円

113,311

201

千円

　　　　　距離により2,000円～20,900円

2,500

64,430交通用具利用者・・・ 自動車等使用

17,062

異

-

異
82,028

134,410 千円

千円

千円

満１６歳になる年度初めから満２２歳になっ
た年度末までの扶養親族1人につき5,000円加
算

46,419 216,911

配偶者が扶養親族でない場合の１人目

6,500
配偶者がない場合の１人目・・・



5 特別職の報酬等の状況（平成１８年４月１日現在）

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

　　（１８年度支給割合）

月分

　　（１８年度支給割合）

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

　給料月額×26月×0.4888+給料月額×22月×0.4136 19,470,182円 任期終了後

　給料月額×25月×0.3008+給料月額×23月×0.2538 　9,517,148円 任期終了後

　給料月額×25月×0.2632+給料月額×23月×0.2256 　7,602,645円 任期終了後

（注） 1　給料及び報酬の（　）内は減額措置を行う前の金額である。

２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

　　勤めた場合における退職手当の見込額である。

※　退職手当は、平成１７年３月３１日に在職する特別職で平成１９年４月１日以降に退職（再任）した場合の計算式です。

　　（兵庫県市町村職員退職手当組合条例、特別職等の職員の退職手当の経過措置第３号関係によるもの。）

（　　　　　 　　円　）

（　７５０，０００円　）

市 長

    ７１２，５００円

　  ８９２，８００円

    ６４６，０００円
収 入 役

    ５００，０００円

213,000

507,000

475,000

1,089,000

（　９６０，０００円　）

895,000

538,200

636,300

228,000

269,000551,000

810,000

542,000

区　　分

（　６８０，０００円　）

助 役

議 長

報
　
　
酬

議 員
    ３８５，０００円

（　　　　　 　　円　）

副 議 長
    ４２０，０００円

（　　　　　 　　円　）

退
職
手
当

市 長

収 入 役

助 役

期
末
手
当

収 入 役

議 長

副 議 長

議 員

市 長

助 役

給
　
　
　
料

給　　料　　月　　額　　等

（参考）類似団体における最高／最低額

4.35

4.35



6 職員数の状況

（１）　部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

部門

　議員数減による減

　窓口業務の適正化等による減

　徴収業務強化等の為の増

　事業量の増大による増

　災害復旧事業完了等による減

＜参考＞

　生涯学習教育等強化の為の増

＜参考＞

　国保事業の適正化による減

＜参考＞

（注）１　職員数は教育長を含む一般職に属する職員数である。

　　　２　〔　　〕内は、条例定数の合計である。

41

対前年増減数

人口１，０００人当たり職員数　　　10.41 　人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数　9.49人）

（類似団体の人口1,000人当たり職員数　7.02人）

　事務の合理化等による減

主　な　増　減　理　由

人口１，０００人当たり職員数　　　12.17　人

人口１，０００人当たり職員数　　　　8.71 　人

18

95

30

       〔　  658 　〕

657

そ の 他

661
合　　　計

　　   〔　 728　〕

公
営
企
業
等
会
計
部
門

下 水 道

小 計 96

42

小 計

30

565

6

交 通

18水 道

病 院

計

総 務

衛 生

民 生

教育 部門

農林水産

消防 部門 1

商 工

土 木

15

43

7

89

475

49

一
般
行
政
部
門

税 務

区分

普
通
会
計
部
門

労 働

議 会

6

562

△ 1

470

91

13

△ 5

38

1

　事務の合理化等による減△ 5

0

47

△ 1

125

52

165 157

24

137

職員数

△ 3

0

△ 8

5

12

平成１７年

6

19

平成１８年

　事務の合理化等による減△ 2

48

0

0

△ 1

△ 1

△ 4

      〔  　△70　〕

△ 5
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0
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（２）　年齢別職員構成の状況（平成１８年４月１日現在）

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

（３）　定員管理の数値目標及び進捗状況

①　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

（参考）南あわじ市行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）

３９歳３１歳 ４３歳

２８歳 ３２歳 ５６歳

59

４１人削減平成１７年　４月　１日 平成２２年　４月　１日

661

　　　　　　　　％

純減数
平成１７年　４月　１日 平成２２年　４月　１日

職員数 職員数

620

純減率

　　　　　　　　人

3 70

３５歳

　　　　　　　　人 　　　　　　　　人

未満 ２３歳 ２７歳

始期 終期

34
職員数

96 76 418

計　画　期　間

41

〜区分 〜〜 〜

116 97 2

〜

５５歳

6.2

数値目標

計

５９歳 以上

65856

〜〜

３６歳 ６０歳２４歳 ４４歳

〜 〜

５２歳

〜

４０歳 ４８歳

〜

２０歳 ２０歳

４７歳

〜

５１歳

構成比

0.5 1.2

10.6

14.6

11.6

6.2
5.2

9.0

17.6

14.7

8.5

0.30

2

4
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16
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20
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24
～
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～
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～
39

40
～
43

44
～
47

48
～
51

52
～
55

56
～
59

60
歳
以
上

（％）



②　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

(各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

　　　２　（　　％）　内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの

　　　　　職員増減数の累計を示す。

7 　公営企業職員の状況

（１）　水道事業

　①　職員給与費の状況

　ア　決算

千円

（注） １、職員手当には退職手当を含まない。

２、職員数は、平成１７年４月１日の人数である。

　②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成１８年４月１日現在）

円

円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

期末・勤勉手当 　　　計　　Ｂ

純 損 益 又 は

18 73,077 17,342 30,496

千円

6,9716,718

千円 千円千円

120,915

区　　分

区　　分
職 員 数 給 与 費

Ａ

職 員 給 与 費

120,987 6.0

団体平均

総 費 用

Ａ

職員給与費比
率

歳 円

千円

44.8 376,947

1７年度
人

千円

2,004,464

553,000

区分 平　均　年　齢　 平 均 給 料 月 額

歳南あわじ市 円

7.7

一人当たり給与費 （参考）類似団体平均
一人当たり給与費（ Ｂ / Ａ ）

44.8 373,000

平 均 給 与 月 額

１７年度
千円

△ 15,223

給　　　　　料 職 員 手 当

577,214

める職員給与費比率

％千円 ％

Ｂ / ＡＢ

前年度の総費用に占

（参考）総費用に占める

実 質 収 支

部門

増 員

一般行政

特別行政

公営企業会計

計

減 員 3

差 引 0

620

２２年

計画５年目

▲ 41

職 員数 661 658 652 643 632

差 引 ▲ 3 ▲ 6

(93.8%)

▲ 41

9 11 41

▲ 12

620

▲ 11▲ 9

0

126

職 員数 96 96 96

0

増 員

減 員

職 員数 90 89 88

差 引 ▲ 1 ▲ 1

減 員 1 1

増 員

職 員数 475 473 468

差 引 ▲ 2 ▲ 5

増 員

計画４年目 計 数値目標

減 員 2 5

計画始期 計画１年目 計画２年目 計画３年目

２０年 ２１年 17年～22年 （参考）区分 １７年 １８年 １９年



　③　職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（１７年度） １人当たり平均支給額（１７年度）

　（１６年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

月分 月分

月分 月分

　（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注） （　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　イ　退職手当（平成１８年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置定年前早期退職特例措置 その他の加算措置定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　なし　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　なし　　）

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、１７年度に退職した職員に支給された平均額である。

　ウ　地域手当（平成１８年４月１日現在）

支　給　実　績　（１７年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

3 ％ 18 人 3 ％

（２２年度の制度完成時）

0 ％ 0 ％

（注） 国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

33.50

47.50

全地域

59.28

一般行政職の制度（支給率）

23.50

自己都合

南あわじ市

59.28 59.28

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

一般行政職の制度（支給率）

217,833

千円千円

41.34

59.28

千円

円

3,921

30.55 23.50 30.55

千円

47.50

59.28

41.34

59.28

勧奨・定年

33.50

（一般行政職・団体平均等）

・役職加算　 　６.７％～１０％

・管理職加算　９％～１８％

勧奨・定年 自己都合

（ 1.6 ） （ 0.7 ）

千円 千円1,694 1,787

1.4

全地域

支給対象地域 支給率

千円

南あわじ市 団体平均等

3.0



　エ　時間外勤務手当

支　給　実　績　（１７年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　カ　その他の手当（平成１８年４月１日現在）

配　偶　者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 円 円

配偶者以外の扶養親族２人目まで　　　　

各 円

円

円
３人目以降・・・・・・・・・・・・・・・・・・・各 円

借家居住者・・・・・・ 12,000 円を超える家賃の額 千円 円

（２７,０００円を限度）

自宅居住者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３,５００ 円

交通機関利用者・・・・・・ 実費（55,000円を限度） 千円 円

交通用具利用者・・・・・・ 自動車等使用距離により

　　　　　　　　　　　　　1,000円～26,700円

医師・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ％ 千円 円

部長・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 ％

％

参事、所長（参事相当職）、館長（参事相当職）、

支配人（参事相当職）・・・・・・・・・・・・・・ ％

支配人、主幹、書記次長、所長、館長、保育所長、

幼稚園長・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ％

④　定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

市全体の計画の中で、定員管理の目標を立てています。

「６、職員数の状況」（3）②を参照。

―

73,333

支給職員１人当
たり平均支給年
額　（１７年度決算）

1,100

通勤手当

320

同

一般行
政職の
制度と
の異同

一般行政職の制度と異なる内
容

支給実績
（１７年度決算）

手当名 内容及び支給単価

―住居手当

満１６歳になる年度初めから満２２歳になっ
た年度末までの扶養親族1人につき5,000円加
算

扶養手当

13,000

6,500
配偶者がない場合の１人目・・・ 11,000

管理職手当

１８

１１

１４

所長、(課長相当職)、支配人(課長相当職）・・・１３％

次長・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

９

１６

課長、室長、局長、館長、参事（課長相当職）、書記長、

67,882
―同

578,3331,735

同

1,154

千円

5,765 千円

5,000

同

千円

6,000
配偶者が扶養親族でない場合の１人目

3,610 300,833


